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NTT藤井裁判における経営分析的考察
Financial　Statement　Analysis　of　NTT　at　Mr．　Fujii’s　Suit
山　　口　　　　　孝
　Takashi　Yamaguchi
1　はじめに
　日本においていま，企業のリストラ（経営の再構築）のもっとも有効な手段として人減らし
合理化政策が広範にすすめられている。リストラは一般にカネ，モノ，ヒトのリストラとして
おこなわれるが，現在の恐慌状態とも言うべき長期にわたる深刻な不況のなかで，支払金利は
最低状態に据え置かれ，設備投資も減少を続けている。営業収益（売上高）のうちに，金利が
しめる割合をしめす売上高純金利負担率は0．53パーセントにすぎず，モノ（設備投資）が費用
にしめる割合をしめす売上高減価償却率は4．43パーセントであるのに対して，ヒトの占める割
合をしめす売上高人件費率は10．48パーセント（いずれも上場会社全業種平均，『日経経営指標』
1999年3月期）となっている。売り上げに対してもつとも割合が高いのは人件費であり，この削
減は利益創出効果が大きい。こうした結果，日本では，全産業をあげて総額人件費抑制策に取
り組むことになっている。
　象徴的だったのは本年10月16日資本提携したフランス・ルノー社から派遣され，日産自動車
の最高執行責任者（COO）に就任したカルロス・ゴーンによって発表された海外を含むグルー
プ全体で従業員数の14パーセントにあたる21，000人の従業員数削減計画である。これによって
国内では，武蔵村山工場や日産車体の京都工場，久里浜工場等が閉鎖されることになる。さら
に注目されたのはキャノンとか武田薬品工業など超優良企業においてもヒト減らしリストラに
着手しており，さらに三菱重工業が7，000人のリストラを発表した翌日，株価がおおはばにさが
り，株価はそれ以上のこのリストラを要求していることを示した。日本の長年の慣行であった
終身雇用制が根底からゆすぶられているのである。
　総額人件費削減のためのリストラはこのような，人員削減による場合にとどまらない。社内
にとどまる従業員に対しても，55才をこえると特別職という名の下で，役職を下ろし，賃金・
労働条件を大幅に改悪するという，新職能制度がひろく採用されるにいたっている。ここで論
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述する日本電信電話会社（以下NTTまたは被告会社という）においても1997年4月以来特別職
群という制度が導入され，55才以上のほとんどの従業員がここに移され以前の給与のほぼ70
パーセントで勤務することとされるにいたっている。ここでとりあげる藤井雅夫氏を原告とし，
NTT宮津社長を被告とする裁判は，このことと関連して起こされたものである。藤井氏は1959
年3月NTTに入社し，同社社員として出向によりNTT関西の子会社に勤める副参事，課長であ
ったが，会社は氏が55才になったさい，職場慣行を楯にして，本人の意志に反して特別職に任
命するという身分の不利益変更を実施したこから生じたものであり，現在のリストラの一典型
でもある。筆者は1952年，明治大学に奉職して以来今日まで，会計学・経営分析論を専攻し，
とくに最近では日本電信電話株式会社（以下NTTまたは被告よぶことがある）の経営分析をお
　　　　（注1）
こない公表し，NTT社員等による自発的な研究会に招かれてその成果を発表してきている。こ
うしたなかで，本訴訟事件の原告藤井雅夫氏（以下藤井氏または原告とよぶことがある）およ
びその代理人から本訴訟事件について会計学・経営分析論の専門家としての意見を求められ，
また1999年12月24日，原告側証人として，京都地方裁判所の法廷に臨むことになっている。
　本稿はその意見書の内容を中心に執筆されている。
1　本訴訟の争点
1原告訴訟内容の要約
　本訴訟では本人の意志に反して身分の不利益変更から生じた損害額の請求と原告の労働条件
が「雇用形態別労働条件等比較表」の社員欄記載の内容であることの確認を求めるものである
が，請求の原因は次のようなものであった。
　原告の藤井雅夫氏は1959年3月当時，公社であったNTTに入社し精勤してきた者である。被
告会社は1992年に60歳定年制と58歳管理職定年制を導入したが，管理職をはなれても「付き部
長」または「付き課長」として60歳まで勤務できることとしている。ところがこれとは別個に
1995年新らたに特別職群制度なるものを導入した。，原告藤井氏は55歳を迎えるにおよんで，
1997年4月，被告会社より関西支社グループ事業推進部勤務特別職を発令されたのである。これ
により，（1）原告はこれまで月131，000円の職務手当を受給されていたが，これにかわり職責手
当として30，000円のみが支給されることになった。（2）また基礎給は546，000円を受給ことにな
っていたものが，，470，000円に減額，さらに1998年4月1日からは45万円に減額されることにな
った。（3）さらに原告ら特別職の社員は「特別社員」として，一般社員とは区分され，労働条件
においても異なった取扱をうけることとなった。こうしたなかで原告は減給分の回復と平成9年
10月以降の基礎給額の給付及び運用労働条件の確認をもとめて本訴におよんだものである（原
告訴状より）。
（注1）　（1）日本電信電話公社の経営分析（全国労働組合総連合・労働運動総合研究所編『NTT持
　　　株会社化はなにお目指すか』第4章　1998年7月）
　　　（2）NTT持株会社化の道　　（新日本出版社　　「経済」　1999年7月号）
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2本訴訟原告者の訴訟のこころざし
　もちろん原告藤井氏は減給額の回復そのものを願ってこの訴訟に及んだのではない。原告は
その意見陳述書において次のように述べている。
「しかしながら，労働条件の重大な変更になるこうした制度導入については，原告は何等の同
意も与えていない。
　このような労働者の何等の同意もない労働条件の大幅な引き下げが，なぜ許されることにな
るのであろうか。
　被告会社は我が国を代表する優良企業の一つである。
　この会社において，このような横暴が許されるとするならば，最早，我が国には労働基本権
なるものは存在しないと言っても決して過言ではない。
　この裁判で問いかけたいことの第二は，真の意味での憲法で保障された労働権とは何なのか，
そして労働者の人格権，ひいては人間の尊厳とは何なのかということである。・…
　本件は，一人原告のみに関わる問題ではない。バブル経済崩壊後のリストラなる労働者に対
する攻撃そのものが問題となっている。
　その意味で，本件が提起している問題は，いわば，現在の我が国における企業と労働者の在
り方そのものである」と。
3本裁判において原告から筆者にもとめられたもの
　被告会社は1997年12月15日付け準備書面において特別職群を導入する根拠として，平成7年
当時，40歳から55歳前後の年齢層が大きな塊を構成し，そのような層の存在が昭和60年の民営
化によって誕生したNTTにとって大きな人件費負担担っているとし，「平成6年度末の状況で
は，NTT全社員の平均年齢は42歳，売上高人件費比率は34％，人件費と減価償却費が営業費用
に占める割合を営業費用固定費比率とした場合，その数字は63％と費用の3分の2をしめるまで
に至っており，その早急な対策が電気通信の自由化の中で得の重要な経営課題となっていたの
である」（同2－3ページ）と述べつぎの表を掲げている。
第二電電（DDI） 日本テレコム（JT） 日本高速通信（TWJ）
売上高人件費比率
c業費用固定費比率
ｽ均年齢
5％
P4％
R1歳
7％
Q2％
R4歳
10％
Q5％
R2歳
　これに対して原告は，被告会社の業績は1997年（平成9年）3月期の売上高が過去最高であり，
経常利益も前期比11．3パーセント増の3，659億円で，3期連続の増収増益だったこと，連結決算
も3期連続の増収増益決算であること，被告会社のこの経常利益は我が国の企業のなかでもトヨ
タについで第2位であること。膨大な内部留保をもっ会社であることを述べ反論している。
　以上の状況のなかで原告及びその代理人は筆者にNTTの特別職群導入当時の経営状態およ
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びこれに対する被告会社の言い分についての分析，評価を依頼された。以上の経過のもとで，
ほぼ以下のべるような分析がなされたのである。
二　経営分析の方法について
　筆者は経営分析の方法について「企業分析とは，個々の企業または企業集団の資本の集積・
集中と運用の過程をその属する個別資本を視野において，一定の計数と事実との照合のなかか
　　　　　　　　　　　　　　　　　（注2）ら分析し，評価し，提言する営為である」と定義している。この定義にそくして当分析につい
て述べれば，NTT企業集団にっいて，財務資料（主として有価証券報告書記載中の経理の状況）
と非財務資料（有価証券報告書記載のその他の資料）および各方面からの見聞を照合しつつ
NTT資本の資本運動の態様を分析し，これについて評価・解釈をおこない，藤井氏の事件につ
いて提言する営為である。そこで問題なのは単に比率の高・低によって収益力や財政状態の善悪
を機械的に判定するのではなく，そうした高・低が生じた理由を知ることが肝要であり，そのこ
とを通じて分析対象会社の長所や問題点を明らかにし，対処の方策を提起することを目的とし
ている。
　したがつて，被告会社が新電電諸社とNTTの計数を機械的に比較し，売上高人件費比率や営
業費用固定費が高いこと等のみをもって中高年層を社内に抱えるリスクを背負っているとし，
特別職群制度導入を正当化するような方法はとらない。
三　NTTの日本と世界の産業中の財務上の地位
　特別職群制度導入の検討を開始した平成8年3月期当時，全上場会社2135社（銀行・保険・
証券・外国部を除く）のなかでの財務上の地位をみておこう。
　　　　　　　　　　　　　　NTTの財務上位置　　　　　　　　　　　　　　　平成8年3月期
順位 売　上　高 経常利益 税引利益 使用総資本
1 トヨタ トヨタ NTT 東京電力
2 NTT NTT トヨタ NTT
3 東京電力 東京電力 三菱重工 日信版
4 松下電器 三菱重工 松下電器 JR東日本
5 日立製作所 日立製作所 日立製作所 オリコ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊『日経経営指標』96年秋版
（一）売上高（営業収益）
　売上高は総額としての収益力を示し，この大・小は営業パワーの大きさを示すがこれはトヨ
タ自動車についで日本で第二位である。
（二）経常利益，税引利益
　経常利益は純額としての収益力を示すが，これもトヨタについで第二位である。これから特
（注2）企業分析一事例による資料の見方から評価・解釈まで一（白桃書房，1996年8月）
（23）　　　　　　　　　　　NTT藤井裁判における経営分析的考察　　　　　　　　　　　　23
別損益を加減し法人税等を控除して算出される税引後の利益では日本第一位となっている。
（三）使用総資本
　使用総資本はいち企業に投じられた資金規模をしめすが，これは東京電力についで第二位で
ある。
　以上のように，公社から分割されることなく民営化した被告会社はその財務のボリュウムに
おいて日本で一・二を争う巨大会社であり，また営業収益において第二電電の13．2倍，日本テ
レコムの18．6倍，KDDの25．1倍（いずれも平成8年3月期）と圧倒的なシェヤーを誇る独占企
業である。
（四）国際的にもその時価総額と資本規模において世界一の企業である。
　以下の表は『週間東洋経済』（1999年11月6日，32頁）掲載のものであるが，
　連結売上高では第二位のATandTの1．7倍，時価総額においても同じく1．5倍という世界一の
企業である。
　　　　　　　　　　　”1強”の日本と競合ひしめく米国　　　　　　　　　　　　（単位：兆円）
時価総額 連結売上高
①NTT（日） 22．4 9．7
②AT＆T（米） 14．9 5．6
③ドイツ・テレコム（独） 14．5 4．1
④MCIワールドコム（米） 14．4 3．2
⑤プリティツシユ・テレコム（英） 11．2 3．2
⑥ベル・アトランティック（米） 10．5 3．3
⑦フランス・テレコム（仏） 10．1 2．8
⑧SBC（米） 9．7 3．0
⑨タイム・ワーナー（米） 7．6 2．8
⑩ケーブル＆ワイアレス（英） 2．9 1．4
⑪クエスト・コミュニケーションズ（米） 2．7 0．3
⑫DDI（日） 2．4 1．2
⑬日本テレコム（日） 2．1 0．4
⑭KDD（日） 1．1 0．4
（注1）日本および世界の主要企業を時価総額でランキング。時価総額は10月19～22日時点，1ドル106
　　円，1マルク59円，1仏フラン17．5円，1ユーロ114円で換算（以下の表も同じ）。
（注2）連結売上高は直近決算期。
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四　従業員と総額人件費の状況
（一）本体従業員数の激減と子会社・関連会社従業員数の激増
　被告会社の指標で最も特異なのは従業員の状況である。これが藤井氏の訴訟の原因の一つで
ある。被告会社は一貫して従業員の減員政策をとっているが，特に目立ってくるのは平成5年
3月期以後であり，この年度末には従業員数は1万7，744人減（7．1％減）の23万2，198人となって
いる。そこで注目されるのが出向者が激増している点である。以後，本体従業員数の激減と出
向者の激増というパターンが続き平成5年3に比べても平成10年3月期は本体従業員数は37％
（0．63倍）減少しているのに対して出向者は実に328％（4．28倍）の増加となっているのであ
る。この数値からも明らかなように，被告会社は関係会社を続出させるとともに業務の子・関
連会社への移譲を積極的にすすめ，関係会社数は平成5年3月期の220社から平成10年3月期には
272社に増加しており，営業収益や利益も子会社・関連会社中心におおいに増加しているのであ
る。これは収益性の向上と，来るべき会社分割と持株会社制への対応策であると思われるが，
この出向政策は従業員に対し多くの犠牲を強いるものであり，その過程で藤井氏の不当な人事
がなされているのである。
（二）総額人件費の減少
　以上の被告会社本体における従業員の激減の結果，総額人件費は一貫して減少を続けている。
とくに本件の生じた平成7年3月期から平成9年3月期までは子・関連会社の収益の増加のなかで
も「右肩あがり」で営業収益は増加し，他方人件費は毎年減少しつづけるのである。すなわち，
平成7年3月期には営業収益は12％増加に対して人件費は4．8％の減少。平成8年3月期も営業収
益は6．1％増加で人件費は6．2％の減少となつており，全体としてみれば平成5年3月期を1として
平成10年3月期に，営業収益は1．1倍であるのに対して従業員数は0．6倍，人件費はO．8倍，経常
利益は1．4倍となっている。ここには被告会社の過度の利益優先主義の経営姿勢が明確にしめさ
れている。
五NTTにおける経営成績
（一）営業収益
　バブル崩壊以前，上場会社は全業種平均で5％を越す増収率（日本経済新聞『日経経営指
標』，平成2年秋版）をしめしていたが，バブル崩壊後は低成長に推移している。NTT本体の営
業収益は平成6年3月期は5兆8，090億円で前期比1．4％の減収となっているが平成7年3月期は5兆
8，757億円をあげて1．2％の増収，さらに平成8年3月期は6兆3，713億円の営業収益をあげて6．11
％というこの時期では他社にくらべ大増収となっている。この間上場会社の全業種平均は平成
6年3月期は4．6％の減収，平成7年3月期は0．6％減収，そして平成8年3月期はわずかO．9％の増収
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率にしかなっていない（同，「日経経営指標」，平成9年秋版）。
　さらに子会社であるNTTドコモ，　NTTデータ等をふくむ連結収益は携帯電話やデジタル通
信収益の増加をふくめてきわめて好調であり，特別職群制度導入を検討を開始した平成7年当時
（表の平成8年3月期に当たる）の営業収益は12．4パーセントの増収であり，電気通信分野で圧
倒的なシェヤーをもつ会社であった。
NTTと産業平均の増収率 （％）
H6．3 H7．3 H8．3 H9，3 H10．3 H11．3
NTT（単独）
mTT（連結）
S業種平均
一1．41
@2．10
|4．64
　1．15
@5．78
|0．45
6．11
P2．38
O．84
2．19
P1．55
P．05
一〇．77
@7．12
|0．39
一2．93
@2．96
|7．93
＊NTTにっいては『有価証券報告書』，全業種平均は『日経経営指標』
（二）経常利益
　さきに述べたように経常利益は純額としての収益力をしめすが，この利益は平成7年3月期に
は緩やかな景気回復にくわえ，公衆電話料金，基本料金および番号案内料金の値上げを実施し
たことにより，業績は急回復し，単独で30．2パーセント，連結で42．0パーセントもの増益とな
っている。これは同じ時期の産業平均の8．7パーセントよりはるかに高い伸び率である。この期
以後はドコモなどの子会社の好調で深刻な不況のなかでも連結利益は大きく伸び続けている。
NTTと産業平均の経常増益率 （％）
H6．3 H7．3 H8．3 H9．3 H10．3 H11．3
NTT（単独）
mTT（連結）
S業種平均
一55．01
|47．25
|17．80
30．23
S1．96
W．71
130．65
X4．21
P7．74
11．28
P5．27
P1．91
一2．57
R5．09
|3．87
一33．44
@8．00
|19．23
＊上掲の表と同じ
（三）巨利をえたNTTドコモ株売却益
　被告会社はその弁論において競争による収益力の低下を藤井氏の身分の強制不利益変更の理
由としているが，以上のべたように，ほとんどあらゆる意味において被告会社の収益力は強化
されている。とくに携帯電話事業を中心とするNTTドコモの収益力は極めて高く，平成10年10
月におけるドコモ株の公開のさいには1株390万円（額面5万円）で売却がなされ，これによる売
却益は実に8，239億円もの巨額となっている。この特別利益から関係会社整理損失，投資評価引
当金繰入額，研究開発用固定資産臨時償却費というキャッシュ・アウトフロー（現金支出）を
ほとんどともなわない資本充実のための損失を計上して利益額を圧縮しているのである。
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（四）総資本経常利益率と売上高経常利益率
　次に，収益性の高・低をしめす総資本経常利益率と売上高経常利益率をみてみよう。
　（1）総資本経常利益率
総資本経常利益率は投下総資本の収益性をしめす。被告会社は平成6年3月期と平成7年3月期こ
そ全業種平均に劣るももの，平成8年3月期以後，平成11年3月期まではつねに全業種平均を上回
る高い利益率をあげ，平成11年3月期はやや劣るものの，優良子会社を含めた連結では総資本経
常利益率で3．99パーセント，売上高経常利益率で6．62パーセントと産業平均をはるかにしのぐ
高収益率となっているのである。
　以上のように，NTTは国・公社から110年にわたつて継承してきた国民の財産によって形成
された，全国に展開する巨大なインフラストラクターによって成りたつ公共性の高い事業であ
る。そしていま，情報化・マルチメディア化のおおきな流れの中で，各種料金の値上げと，子
会社へのなりふりかまわぬ出向，特別職群制度導入にみられる総額賃金抑制策によってNTT自
体としても，さらに戦略的に子会社とされたそれを含む企業集団としても，莫大な利益を稼得
し，高い収益力を維持しているのである。
NTTと産業平均の収益率 （％）
H6．3 H7．3 H8．3 H9．3 H10．3 H11．3
NTT
一　一　一一一　一　一　一一一　一　一一一，　7　9曹■　一　一　一一一一　一一一一　一辱辱9　曹　曹曹●　一　一 一一一一一一一一一一7曽冒■ 一冒一一一一一一一一一一一一 曹曹・曽一冒一一一一一一一一 一一一一P，，・o冒■一一一 一一一一一一一一一一一，一・ 一曹曹冒一一一一一一一一一一一一一一一，
総資本経常利益率 1．01 1．32 3．01 3．28 3．24 2．13（3．99）
売上高経常利益率 1．89 2．43 5．28 5．74 5．64 3．87（6．62）
全業種平均
一　一　，　一　辱　一　，　9　曹　幽　一　一　■　一　一　一　一　一　一　一　一　一　騨　“　・　匿　一　一　幽　一　一　一　一　一　一　一　一　雫　一 辱雫匿嘗曹一一一一一一一一一 一一一P曹曹一一冒一一一■一 一一一一一一”，，・一一冒一 一一一一一一一一一一一一一一 9曹噛一冒一一一一一一一一一 一一一一一一一曹曽曹一一冒■一■一一一一
総資本経常利益率 2．00 2．18 2．60 2．88 2．83 2．29
売上高経常利益率 2．18 2．39 2．82 3．12 3．13 2．75
＊『日経経営指標』平成11年3月期カッコは連結の数値，連結の数値は「有価証券報告書」より算出
六NTTの生産性
（一）従業員1人当たり指標の上昇
　前述のような，猛烈な勢いですすめられる減員政策によって付表にしめされるように，従業
員1人当たり営業収益・経常利益・付加価値（労働生産性）は増加に増加をつづけることにな
る（これらについては付表第11表　労働諸指標参照）。
（二）作業委託費の激増
　こうした本体の従業員数の激減のなかで，注目されるのが経費中の作業委託費の激増である。
下記の表にみられるようにそれは，毎年10％台から20％台という増加率となっており，平成6年
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3月期に5，666億円だったものが平成11年3月期には1兆4，262億円へ2．5倍にも激増しているので
ある。このことから，被告会社の従業員1人当たり指標の著しい上昇の原因に業務の大幅な外部
委託があったことは明らかである。被告会社首脳部は社内にあっては，55歳以上の社員に対し
て退職勧奨と特別職群への配置転換によって人件費の抑制をおこない，また多くの作業を外部
委託とすることによって，総額人件費の抑制に努めているのである。この経営手法はパブリッ
クな企業としての被告会社になじまないものである。現にこうした過酷な労働条件の中で，従
業員の志気が低下し，NTT西日本元職員による　顧客データ流しやNTT東日本職員らによる
JR幹部への情報流しのような腐敗・汚職が生じているのである。
NTTの作業委託費の激増
H6．3 H7．3 H8．3 H9．3 H10．3 H11．3H11／H6
作業委託費（億円）
掾@加　率　（％）
5，666
Q0．2
6，994
Q3．4
8，143
P6．4
9，005
P0．6
11，989
R3．1
14，262
P9．0
2．5倍
＊　『有価証券報告書』
七　被告会社側主張の問題点と誤り
（一）平均年齢について
　被告会社は平成9年12月15日付準備書面において「特別職群制度導入の必要性」の一つとして
中高年中心の社員構成をあげ「平成7年当時，40歳前後の年齢層でおおきな塊を構成し，年齢構
成上全社員の六割を超えるという非常に大きな割合を占めるまでになっていた。このような世
代が大量に存在するという事態は，昭和60年の民営化によって誕生したNTTにとって大きな人
件費負担としてのしかかっていた」（同2・3頁）と述べている。そして，平成6年度末（平成7年
3月期末）の同業他社の平均年齢をあげ，第二電電の31歳，日本テレコムの34歳，日本高速通信
の32歳であることをして，これらの会社が「活力ある年齢構成」のもとに営まれているとして
いる。しかし，この引用には問題がある。周知のようにこれらの会社は電話事業への民間の参
入が許されて以後設立された，いわば若い会社であり，おそらくその後急速に業容を発展させ
たのであるから，平均年令が低いのは当然である。ちなみに第二電電は昭和59年6月（1984年）
設立，日本テレコムは昭和61年12月（1986年）設立，日本高速通信は昭和59年11月設立と，こ
れらの会社は平成6年度末当時（1994年）には10年程度しか経過していないのである。これらの
会社を比較対象とし，これをもって「活力のある年齢構成」とし，あたかも被告会社が活力の
ない年齢構成に陥っているかの印象をあたえるのは牽強付会であり，作為的といわざるをえな
いし，NTT21万人（平成11年3月期末，出向者を含む）の従業員のこれまでの経験と熟練を軽
視するものともいわざるをえない。
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（二）売上高人件費比率と営業費用固定費比率について
　被告会社はさきに引用したよう平成6年度（平成7年3月期）に売上高人件費比率（営業収益人
件費比率）は34％にもなっており「人件費と減価償却費が営業費用全体を占める割合を営業費
用固定費比率とした場合その数字は63％と費用の3分の2を占めるまでに至っており，その早急
な対策が電気通信自由化の中でNTTの重要な経営課題となっていたのである」（同三頁）と述
べ，特別職群制度導入が人件費抑制を目的とするものであったことを明らかに述べている。
　そのさい，被告会社はこれにかんする第二電電，日本テレコム，日本高速通信の数値をあげ
固定費の大きさを印象づけている（下記の表参照）。
　たしかに，これらの新規参入の電話会社の固定費の比率は低いが，それは限られた範囲で営
業をおこなっているにすぎず，しかも市内回線についてはNTTの回線網を利用して電話サービ
スをおこなっているのであるから，固定費が過少なのは当然で，NTTとは基礎施設の構造が全
く異なるのであり，これとは比較にならないのである。現にこの3社の1997年度の総営業収益は
4，879億円であるが，これから差し引かれるNTT接続料は37．8％にもあたる1，889億円にものぼ
っているのである。国際電電は国際通信を主力とする会社であるが，表にしめされているよう
に，新電電系三社よりはるかに，NTTに費用構造は接近している。
　参考として掲記されているもののうちドイツテレコムは平成8年に株式公開し74％を国が所
有する欧州最大の通信・電話会社であり，NTTと類似するタイプの会社であるが，この会社の
営業費用固定費比率は64．5％であり，ややNTTを上回る高い比率となっている。さらに，テレ
ホニカは平成9年に民営化が完了した欧州第5位の電信電話会社で高配当と1株を3株に分割する
というようなかたちで大衆株主にも大きな富の配分を続ける会社であるが，この会社の平成9年
12月期の営業費用固定費比率は75．34パーセントにもなっている。もちろんNTTの数値は単独
であるのに対してこの両社とも連結決算による数値であり，その開示様式もことなるために厳
密な比較性はもたないが，こうした国営電信電話事業の民営化企業の経営比率は類似するもの
であることはほぼ間違いない。
　以上からも新電電諸社と比較して，経営状態を云々することには問題が多いのであり，意図
的とすら思えるのである。
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売上高人件費比率％ 営業費用固定費比率％ 売上高減価償却率％
H．7．3 H．8．3 H．7．3 H．8．3 H．7．3 H，8．3
第二電電 4．50 3．56 14．34 11．63 8．48 6．56
日本テレコム 6．96 6．33 22．05 20．50 12．85 11．50
日本高速通信 10．0 25．0
国際電電 24．52 25．08 45．99 46．80 18．05 17．27
NTT 34．46 30．42 62．98 59．86 25．91 25．21
＊日本高速通信は，平成9年12月15日付準備書面，他は「日経経営指標」
＊参考
H．7．12 H．8．12 H．7．12 H．8．12 H．7．12 H．8．12
ドイツテレコム 26．6 28．22 63．83 64．93 22．13 26．53
H9．12 H．10．12 H．9．12 H．10．12 H．9．12 H．10．12
テレホニカ 24．12 22．36 75．34 61．72 24．15 24．96
＊両社の年次報告書より算出
（三）膨大な内部留保について
　原告が1998年2月18日付け準備書面において「膨大な内部留保」という見出しで「被告会社の
いわゆる内部留保（退職給与引当金・長期負債性引当金・資本準備金・利益準備金・任意積立
金・当期末処分利益金の合計額）は，1997年3月期決算時点において，5兆8，006億円で，主要大
企業11社中トップに位置している」（同8頁）と記述した。これに対して被告会社はは平成10年
4月16日付準備書面において「原告が主張する内部留保の概念は，世間一般の定義とは異なるも
のである」（同18頁）とし，原告の前述の「膨大な内部留保額」　をもって「超優良会社と言い
切る原告の主張は，そもそも一般的な内部留保の定義と異なる概念を持ち出していることと相
侯って，失当なものと言わざるを得ない」（同18頁）と述べているが，これこそ失当な批判と言
わざるをえない。
（1）被告会社の退職給与引当金は収益の内部留保である
　被告会社のこの準備書面は「退職給与引当金は社員の退職金の漸次的な費用化」であるから
内部留保ではないとしているようである。被告会社の平成9年3月期の退職給与引当金は2兆
0，591億円という，総資本の19％にもなる巨額なものである。同社の会計方針によるとそれは「期
末要支給額を基礎とした現価方式によっている」と記載されている。金額の巨額さとこの文面
からみるかぎり，被告会社の退職給与引当金は労働協約にもとずく退職給与規定により，同社
の従業員（出向者を含む）全員が自己都合により期末に退職した場合に必要な退職金（会社都
合の場合は通常さらに特別退職金が付加される）全額を引当てていることを意味するものと解
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せられる。いわゆる100％基準によって引き当てがなされているのである。税法基準ではこれま
で期末要支給額の40％までを引当限度額とし損金算入を認めてきている。一般の会社のほとん
どは税法による損金算入容認の40％を引当限度額として貸借対照表に計上している。ただし，
自動車産業とか，電機・精密機械産業等の優良企業では筆者のいう100％基準でその60％は損金
不参入のまま引当金の設定を実施してきているのが実態である。現実には全員が自己都合で退
職することは絶対にありえない（会計公準である企業継続性の原則に反する）からそのほとん
どは会社が財務政策上自由に使用できる（ただし，その一定程度は現金同等物で保有すること
が労働法規上で規定されている）。したがって被告会社のこの引当金のほとんどが収益から控除
された内部留保であることは間違いない。なお税法は平成10年度税制改正によって平成15年ま
での6年間で，この累積限度額を段階的に20％まで引き下げることになっているのは累積限度額
が大きすぎるという税務的判断によるものとみられる。ただし新会計基準の退職給付会計では
この退職給付債務について新しい基準を設定している。
（2）資本・利益準備金，任意積立金がなぜ内部留保でないのか
　さらに問題なのは被告会社準備書面の準備金や任意積立金についての内部留保性の否定であ
る。被告会社準備書面は「資本準備金や利益準備金は商法の規定により債権者保護の観点から
積み立てが必要とされるもの」であると一般的な解釈を述べ，原告が指摘する内部留保の膨大
さについて「その額をもつて超優良企業と言い切る原告の主張は，そもそも一般的な内部留保
の定義と異なる概念を持ち出していることと相倹って，失当なものと言わざるを得ない」と述
べるのであるが，なぜ資本・利益準備金，任意積立金が内部留保でないと否定できるのであろ
うか。利益準備金について商法は債権者保護のために経営に可処分利益から資本金の4分の1に
達するまでは毎期の現金配当の10分の1以上の積み立てを命じているのだが，それこそまさし
く，内部留保なのである。また任意積立金も同様に明白なる内部留保である。いつたい被告会
社準備書面作成者の内部留保とはなにか答えるべきである。げんに被告会社の有価証券報告書
記載の「六　配当政策」の項において「長期にわたって株主の皆様の利益を確保することが重
要な課題であると認識しており，内部留保に留意しつつ，適正な配当を行っていくことを当社
の基本的な方針としている」と述べているが，ここで言う内部留保は利益準備金，任意積立金，
次期繰越利益を明白にさしているのではないか。ぜひ被告会社の準備書面作成者の「一般的な
内部留保の定義」を知りたい。
（3）被告会社における資本準備金の内部留保性について
　被告会社の資本準備金は平成9年3月期において2兆5，305億円にも達しており，資本金の3．2
倍，総資本の22．7％にもなる。一般的に資本準備金は増資のさい資本金に組み入れざる部分（通
常払込総額の2分の1を超えざる額），合併差益及び減資差益からなり，ほとんどの企業は，増資
のさいの払込額の2分の1を払込剰余金として資本準備金に組入ているから，ほぼ資本金と資本
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準備金は等しい額となるのが普通である。こうした法律があるにもかかわらず，なぜ被告会社
の資本準備金がこのように膨大となのか。それは，このほとんどが過去における電話等の新設
のさいに強制的に徴収された設備料（工事負担金）を贈与剰余金の性格をもつものとしてここ
で資本化したためである。この膨大な贈与剰余金は本来利用者に帰属するものであるが，契約
による（それを支払わなければ電話がひけないという条件のなかでの）所有権の移譲であり，
利用者は専用測線利用権という無形固定資産を貸借対照表上に計上することになる。被告会社
の資本準備金は以上の性質をもったものであり，特別処置として是認されたものであるから，
一般商法による払込剰余金とは性質を異にするのであり，これは明らかな内部留保であるが，
被告代理人はこれに気づいていないようである。ついでに申し添えれば政府保有の被告会社の
株式が高値で公開売却され，その後大きく低落したさい，株主の1人が膨大な資本準備金の一部
取り崩しによる株式配当を日刊新聞紙上に提案したさい，被告会社は回答としてこの準備金は
株主が出資したものでなく，利用者の負担にぞくするものだから応じられないという回答をよ
せていた記憶がある。
　もっとも，商法上の払込剰余金については，学会で利潤説と資本説に解釈がわかれいる。し
かし，そのいずれにしろ時価発行増資からえられて，資本金に組み入れなかった部分が膨大な
内部資金として使用されていることにはまちがいないのである。
（4）オフバランスされる最近の施設設置負担金
　平成9年3月期の貸借対照表注記によれば，施設設置負担金による市内線路設備の取得価額
1，347億円は圧縮記帳されている，と記されている。この金額だけ資産と準備金が過少に計算・
表示され，表面にでない内部留保となっている。
八　終わりに
（1）被告会社は証券取引法で開示が求められている「有価証券総覧」における「9従業員の状況」
の注記事項として「60歳定年制を採用している」と明記している。被告会社は1992年に60歳定年
制と58歳管理職定年制を導入したかが，管理職を離れても，「付き部長」または「付き課長」と
して60歳まで勤務できることとしている。被告会社がどう弁明しようとも，これが定年制の基
本的枠組みである。
（2）ところが，被告会社はこれとは別個に1995年新たに特別職群制度なるものを導入し，年度末
に年齢が55歳となると副参事資格の管理職を専任課長と呼称し，藤井氏をその意に反してそこ
へ移し替えることとした。ここに経営権による働く者の既得権と労働権の侵害がなされており，
本訴訟はその是非を強く問うているのである。裁判はこれにより生じた賃金上の損害賠償の形
式をとっているが，この裁判はこれを問題としているのである。
（3）筆者は以上の経営分析からNTTにおいては副参事特別職を導入することによって賃金を引
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き下げる経営上の必要は何等認められないという結論をもつものである。
　しかし，はしがきでも述べたようにNTT従業員の組織するいくつかの学習会や講演会に講師
として招かれる機会があったが，その際NTT職員の藤井裁判への感想のなかに，「藤井氏の言
い分の正当性が認められたとしても，結局彼はその職場にいたたまれないのではないか」とい
う発言があった。裁判て勝っても職場の民主主義がなければ本当の勝利とはならないのである。
藤井氏の健在と共に支援の環の広がりを期待するものである。
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〔付表〕
株式会社NTT 第1表　経営基本指標　億円 （億円）
H．5．3 H．6．3
?
H，7．3
?
H．8．3
?
H．9．3
?
H，10，3
?
H5／H10
営業収益 58，92358，090一1．41％ 58，757 1．15％ 62，347 6．11％ 63，713 2．19％ 63，224一〇．77％ 1．07
経常利益 2，489 1，G95一56．Ol％ 1，426 30．23％ 3，289130．65％3，660 11．28％ 3，566 一2．57％ 1．43
総資本 108，236108，031一〇．ユ9％ 107，313一〇．66％ 111，147 3．57％111，773 0．56％108，386一3．G3％ 1．00
従業員数
pート
o向
x職者
232，198
@2，308
P6，708
@1，289
215，629
@2，082
Q5，045
@1，273
一7．14％
|9．79％
S9．90％
|1．24％
194，721
@1，908
R2，571
@1，244
一9．70％
|8．36％
R0．05％
|2．28％
185，458
@1，703
R8，406
@1，265
一4．76％
|IG．74％
P7．91％
@1．69％
182，482
@1，497
R9，628
@1，324
一1．60％
|12．10％
@3．18％
@4．66％
145，373
@1，220
V1，391
@1，018
一20．34％
|18．50％
W0．15％
|23．11％
0．63
O．53
S．27
O．79
連結営業収益
@連単倍率
65，156
@1．11
66，524
@1，15
2．10％
R．56％
70，372
@1．20
5．78％
S．58％
79，086
@1，27
12．38％
T．91％
88，218
@1．38
11．55％
X．16％
94，500
@ユ．49
7．12％
V．95％
1．45
P．35
連結経常利益
@連単倍率
2，652
P．07
1，399
P．28
一47．25％
P9．91％
1，986
P．39
41．96％
X．01％
3，857
kl7
94．21％
|15．80％
4，446
k21
15．27％
R．59％
6，006
P．68
35．09％
R8．65％
2．26
P．58
連結総資本
A単倍率
118，555
@1．10
122，247
@1，13
3．11％
R．31％
127，476
@1．19
4．28％
S．98％
135，973
@1．22
6．67％
Q．99％
143，730
@1．29
5．70％
T．11％
151，233
@1．40
522％
W．51％
1．28
P．27
加入数（万） 5，725 5，846 2．11％ 5，958 1．92％ 6，077 2．00％ 6，122 0．74％ 6，019 一1．68％ 1．05
＊NTT有価証券報告書より作成。
比率の算出方法は拙共著「企業分析」（白桃書房）参照のこと。
以下同じ。
株式会社NTT 第2表　損益の推移 億円
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?
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〔付表〕
株式会社NTT 第3表資産の推移 億円
H．5．3 H．6，3
?
H．7．3
?
H．8，3
?
H，9，3
?
H．10，3
?
H5／HlO
［流動資圏 12，8271ユ，949一6．84％ 1LO17一7．80％ 13，85625．77％13，965 0．79％ 14，339 2．68％ 1．12
当座資産 10，2139，664一5．38％ 8，522一11．82％11，02829．41％10，692一3．05％ 11，99212．16％ 1．17
現金・預金 4，412 4，431 0．43％ 3，019一31．87％ 3，528 16．86％ 4，422 25．34％ 5，535 25．17％ 1．25
売上債権 5，801 5，233一9．79％ 5，503 5．16％ 7，500 36．29％ 6，270一16．40％ 6，457 2．98％ 1．11
有価証券 0 0 一 0 一 0 一 0 一 0 ｝ 一
棚卸資産 366 391 6．83％ 329一15．86％ 3G9一6．08％ 351 13．59％ 355 1．14％ 0．97
その他 2，310 1，g47一15．71％ 2，231 14．59％ 2，603 16．67％ 3，000 1525％2，069一31．03％ 0．90
▲貸倒引当金
? ?
一14．52％
?
22．64％ 84 29．23％
?
一7．14％
?
一1．28％ 1．24
［固定資産］ 95β5396，061 0．74％96，295 0．24％97，291 1．03％ 97，801 0．52％94，047一3．84％ 0．99
有形固定資産 88，84289，344 0．57％89，097一〇．28％ 89，177 0．09％ 89，500 0．36％86，489一3．36％ 0．97
無形固定資産 3，952 4，174 5．62％ 4，473 7．16％ 5，155 15．25％ 5，370 4．17％ 4，014一25．25％ 1．02
投資その他 2，558 2，543一〇．59％ 2，724 7．12％ 2，959 8．63％ 2，938一〇．71％ 3，545 20．66％ 1．39
［繰延資産］ 57
?
一63．16％ 2 一90，48％ 0 一100，00％ 0 一 0 一 0．00
総資本 108，236108，031一〇．19％ 107，313一〇．66％ 111，1473．57％111，7730．56％108，386一3．03％ 1．00
期中平均総資本 108，773108，134一〇。59％ 107，672一〇．43％ 109，230L45％UL4602．04％110，080一1．24％ 1．Ol
期中平均売上債権 5，820 5，517一520％ 5，368一2．70％ 6，502 21．12％ 6β85 5．90％ 6，364一7．57％ 1．09
期中平均棚卸資産 237 379 60．04％ 360一4，89％ 319一11．39％ 330 3．45％ 353 6．97％ 1．49
期中平均有形固定資産 90，00089，093一LO1％89，221 0．14％89，137一〇．09％ 89，339 0．23％87，995一L50％ 0．98
関係会社投資 1，444 1，490 3．19％ 1，377一7．58％ ユ，440 4．58％ 1，482 2．92％ 2，338 57．76％ 1．62
投資有価証券 595 614 3．19％ 857 39．58％ 1，004 17．15％ 923一8．07％ 732一20．69％ 123
短期貸付金 1，258 879一30，13％ 989 12．51％ 1，140 15．27％ 1，378 20．88％ 420一69．52％ 0．33
（注）売上債権＝受取手形＋売掛金期中平均＝（前年度÷今年度）／2
株式会社NTT 第4表　負債・資本の推移 億円
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?????????????????????????????????????????????????????????????????
?
??????????????????????????????????????????????????????????????????
??
??????????????????????????????????」??????????」?????????????????????????????????ー???????????????
?
????????????????? ??? ??? ???＝ ↓↓ 「 ????
??
????????????? ?? ? ?? ?? ?? ? ?? ?? ?? ? ? ?? ?? ?? ? ?? ?? ?? ??
?
????????????????????? ????? ＝ ?
??
????????????????????????? 「 ? ? ? ?
?
????????????????????????????????????? ????? ????????? ????
??
???????????????????????????? 」???? 」 ???? ???? ???? ?? ? ?? ? ? ? ??
?
???????????????????? ????? ????? ?? ??? ?
??
???????????????????
??
????????? ????? 」 ????? ? ? ? ? ? ? ?
??????????????????????????????????????????????????????????ー??????ー??????????????????????
（注）買入債務＝支払手形＋買掛金。資本合計＝自己資本。
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〔付表〕
第5表　付加価値算出表 （億円）
H．5．3 H．6．3 H．7．3 H．8．3 H．9．3 H．10．3
経常利益 2，489 1，095 1，426 3，290 3，660 3，566
人件費 21，04720，800 19，797 18，57118，005 18，005
事業費 18，262 18，09817，226 16，06315，63915，639
管理費 2，467 2，367 2，260 2，187 2，043 2，043
退職給与引当金繰入額
厚生費 318 335 311 321 323 323
その他 0 0 0 0 0 0
金融費用 1，909 1，808 1，743 1，657 1，461 1，461
支払利息割引料 364 309 329 307 328 328
社債利息 1，499 1，463 1，395 1，348 1，133 1，133
社債発行差金償却 46 36 19 2 0 0
社債発行費償却 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0
貸借料 0 0 0 0 0 0
租税公課 2，045 1，964 1，970 2，364 2，339 2，339
減価償却費 14，826 14，863 15，22415，71916，209 16，209
合計 42，31640，53040，16041，60141，67441，580
株式会社NTT 第6表　収益力の分析 （％）
H．5．3 H．6．3 H．7．3 H．8．3 H．9。3 H．10．3
総資本経常利益率 2．29 1．01 1．32 3．01 3．28 3．24
売上高経常利益率 4．22 1．89 2．43 5．28 5．74 5．64
総資本回転率 0．54 0．54 0．55 0．57 0．57 0．57
総資本営業利益率 2．86 2．83 2．72 2．97 3．12 3．23
自己資本利益率 3．80 0．96 1．40 5．06 4．09 3．88
株式会社NTT 第7表　売上高利益率の分析 （％）
H．5．3 H．6．3 H．7．3 H．8．3 H．9．3 H．10．3
全体営業利益率 6．64 3．96 4．16 7．07 7．51 6．46
全体営業費率 93．36 96．04 95．84 92．93 92．49 93．54
本体営業利益率 6．90 4．04 4．21 7．26 7．72 6．77
付帯営業利益率 2．17 2．58 3．20 3．82 3．93 1．42
営業外収支差損率 2．42 2．08 1．73 1．80 1．76 0．82
営業収益純利益率 2．76 0．71 1．02 3．49 2．82 2．79
営業収益純金利負担率 2．91 3．11 2．82 2．58 2．19 1．73
営業収益人件費率 35．72 35．81 33．69 29．79 28．26 28．48
営業収益減価償却率 25．16 25．59 25．91 25．21 25．44 25．03
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第8表　回転率の分析
（36）
H．5．3 H．6．3 H．7．3 H．8．3 H．9．3 H．10．3
総資本回転率（回） 0．54 0．54 0．55 0．57 0．57 0．57
有形固定資産回転率（回） 0．65 0．65 0．66 0．70 0．71 0．72
営業債権回転期日（日） 36．05 34．67 33．35 38．06 39．44 36．74
棚卸資産回転期日（日） 1．55 2．51 2．36 1．97 2．00 2．16
買入債務回転期日（日） 17．58 21．00 18．25 16．80 20．71 20．56
借入金月商倍率（倍） 5．97 5．88 6．45 5．84 5．21 4．11
株式会社NTT 第9表　貸借対照表の静態比率 （％）
H．5．3 H．6．3 H．7。3 H．8．3 H．9．3 H．10．3
当座比率 65．20 58．62 57．58　　　噛 59．36 56．64 67．05
流動比率 81．88 72．48 74．43 74．58 73．98 80．18
企業間信用比率 184．16164．92229．39247．52165．44220．53
固定費率 220．72224．27222．91227．15217．13204．40
固定長期適合率 103．00104．93104．02106．27105．28103．92
負債比率 150．55152．22148．55157．11148．15135．57
借入金依存度 31．16 30．45 32．26 30．46 28．71 25．09
自己資本比率 39．91 39．65 40．26 38．54 40．30 42．45
留保利益率 9．18 8．86 9．26 8．61 10．54 11．76
余剰金比率 6．21 5．90 4．89 5．52 6．64 7．02
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〔付表〕
株式会社NTT 第10表　百分比貸借対照表
?
H，4 H．5．3H．6．3H．7．3H．8．3H．9．3H．10，3 H。4 H．5，3H．6，3H．7，3H．8．3H．9．3H．10．3
現金・預金 3．71 4．08 4．10 2．81 3．17 3．96 5．11買入債務 2．03 2．91 2．94 2．24 2．73 3．39 2．70
売上債権 5．34 5．36 4．84 5．13 6．75 5．61 5．96短期借入金 3．83 3．78 4．49 4．65 5．23 4．79 3．73
有価証券 0．00 0．00 0．00 0．00 0．00 0．00 0．00その他 8．64 7．78 7．83 6．91 8．76 8．71 10．07
（当座資産合計） 9．05 9．44 8．95 7．94 9．92 9．57 11．06（流動負債合計） 14．5014．4715．2613．7916．7216．8916．50
棚卸資産 0．10 0．34 0．36 0310．28 0．31 0．33長期借入金 6204．39 3．97 4．43 3．86 8．83 5．55
その他 2．02 2．13 1．80 2．08 2．34 2．68 1．91退手引当金 17．8418．0218．9418．1718．4118．7219．00
貸倒引当金 0．06 0．06 0．05 0．06 0．08 0．07 0．07 社債 22．4922．9921．9923．1921．3715．1015．81
硫動資産合計） 11．1ユ 11．8511．0610．2712．4712．4913．23個定負債合計） 46．7545．6245．0946．0143．8342．8141．05
有形固定資産 83．3982．0882．7083．03802380．0779．80〈負債合計〉 612560．0960．3559．8060．5559．7057．55
無形固定資産 3．34 3．65 3．86 4．17 4．64 4．80 3．70資本金 7．14 7．21 7．22 7277．02 7．12 7．34
投資 2．06 2．36 2．35 2．54 2．66 2．63 3．27資本準備金 23．2923．5223．5723．7322．9122．6423．35
個定資産合計） 88．7988．1088．9289．7387．5387．5086．77利益準備金 0．48 0．56 0．63 0．56 0．61 0．82 0．92
（繰延資産合計） 0．09 0．05 0．02 0．00 0．00 0．00 0．00剰余金 7．84 8．63 8．23 8．70 8．0D 9．72 10．85
〈資本合計〉 38．7539．9139．65402638．5440．3042．45
資産合計 100．0100．0100．0100．0100．0100．0100．0負債・資本合計 100．0100．0100．0100．0100．0100．0100．0
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第11表　労働諸指標
（38）
H．5．3 H．6．3 H．7．3 H．8．3 H．9．3 H．10．3
従業員一人当り売上高 2，444 2，594 2，864 3，280 3，463 3，857
（万円）
従業員一人当り経常利益 103 49 70 173 199 218
（万円）
従業員一人当り人件費 873 929 965 977 979 1，098
（万円）
付加価値額 42，31640，53040，16041，60141，67441，580
（百万円）
従業員一人当り付加価値 1，755 1，810 1，957 2，188 2，265 2，536
（万円）
付加価値率（％） 71．82 69．77 68．35 66．72 65．41 65．77
労働分配率（％） 49．74 51．32 49．30 44．64 43．20 43．30
労働装備率（万円） 3，685 3，990 4，342 4，691 4，865 5，276
全営業利益対事業人件費率（％） 21．43 12．72 14．18 27．46 30．58 26．13
営業利益対人件費比率（％） 18．59 11．07 12．34 23．75 26．56 22．69
人件費対営業収益率（％） 35．72 35．81 33．69 29．79 28．26 28．48
経常利益対人件費率（％） 3．13 3．49 4．17 4．10 4．61 5．27
（ベア負担率）
平均従業員数（人） 241070．0223913．5205175．0190〔唱9．5 183970．01〔遣927．5
売上高　（億円） 55，73954，95555，72658，97460，09859，621
（39）
〔付表〕
株式会社NTT
NTT藤井裁判における経営分析的考察
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億円
H．5．3 H．6．3 H．7．3 H．8．3 H．9．3 H．10．3
営業原価
c業費
c業外差損
55，009
P，424
55，789
P，207
56，314
P，017
57，936
P，121
58，930
P，124
59，137
@520
合　計（1） 56，43356，99657，33159，05760，05459，657
減価償却費
l件費
c業外差損
14，826
Q1，047
P，424
14，863
Q0，800
P，207
15，224
P9，797
P，017
15，719
P8，571
P，121
16，209
P8，005
P，124
15，826
P6，872
@520
固定費合計② 37，29736，87036，03835，41135，33833，218
変動費（1）一（2） 19，13620，12621，29323，64624，71626，439
58，92358，09058，75762，34763，71363，224
変動費率　％
ﾀ界利益率　％
ﾅ定費率　％
ｹ益分岐点営業収益　％
ｹ益分岐点　％
32．48
U7．52
U3．30
T5，235
X3．74
34．65
U5．35
U3．47
T6，416
X7．12
36．24
U3．76
U1．33
T6，521
X6．19
37．93
U2．07
T6．80
T7，047
X1．50
38．79
U1．21
T5．46
T7，735
X0．62
41．82
T8．18
T2．54
T7，093
X0．30
